
環境報告書の作成にあたって

● 対象範囲　国立大学法人東海国立大学機構
 岐阜大学　　柳戸・加納等国内全地区
 名古屋大学　東山・鶴舞・大幸・
 　　　　　　東郷等国内全地区

● 対象期間　２０２１年４月～２０２２年３月
 （但し，一部の内容については対象期間以外の
 取組も含みます）

● 発行期日　２０２２年９月３０日

　本報告書は、東海国立大学機構の環境に関する幅広
い取組を広く内外に公表することを目的としています。
　なお、「環境情報の提供の促進等による特定事業者
の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境
配慮促進法）」に準拠し、環境省の「環境報告ガイドラ
イン（2018年度版）」を参考に作成しています。
　また、持続可能な開発目標（SDGs）の「世界を変え
るための17の目標」で示されている下記のアイコンを関
連する記事に示しています。
（https://www.env.go.jp/earth/sdgs/index.html）
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問合せ先

国立大学法人東海国立大学機構
施設統括部環境安全課
〒464-8601 愛知県名古屋市千種区不老町
E-mail：e-report@thers.ac.jp
TEL： 058-293-2118（岐阜大学）
 052-789-2116（名古屋大学）

活動の深化に伴い、
機構直轄の研究拠点情報等を発信していきます。

2020年4月、岐阜大学と名古屋大学の2大学が

法人統合し、「国立大学法人東海国立大学機構」が

スタートしました。教育・研究を軸とした各大学の活

動を基盤としながら、東海国立大学機構として一丸

となり、東海地域における地域創生の中核拠点とし

て、持続的発展が可能な社会の構築へ向けた活動

を進めています。

地球温暖化をはじめとする気候変動に関する問

題は、人類の最重要課題の一つとなっています。

2021年7月には、全国の大学が国・自治体・企業

などと連携強化を進める連合体「カーボンニュート

ラル達成に貢献する大学等コアリション」が立ち上

がりました。東海国立大学機構はこれに全面的に

貢献することとし、その推進体制として、同年11

月に「カーボンニュートラル推進室」を設立しました。

東海地域における大学・産業界・地域発展の好循環

モデル「TOKAI-PRACTISS」構想を軸とし、両大学

の強みを最大限に活用しながら、環境人材の育成、

ゼロエミッション達成に向けた活動、自治体の脱炭

素化支援、産学連携による社会実装、そして、これ

らの情報発信と国際的展開を積極的に進めていき

ます。

「東海国立大学機構環境報告書2022」では、カー

ボンニュートラルの達成に向けた取組のほか、環境

に関連する研究、教育、社会貢献活動、学生の環

境活動などを様々な切り口で紹介しています。環境

報告書を東海国立大学機構として発行するのは今

年で2年目となります。これまで以上に機構として一

体となって環境問題の解決に向けた取組を推進した

いと思っています。

デジタル革命や科学技術イノベーションに伴って

変化し続ける社会において、大学が果たすべき役

割も刻々と変化しています。新たな大学モデルの

構築に向けて、東海国立大学機構は新たなチャレン

ジを続けていきます。

東海国立大学機構　機構長

松 尾  清 一

機構長あいさつ

MAKE  NEW  STANDARDS.
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